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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第140期 

第２四半期 
連結累計期間 

第141期 
第２四半期 
連結累計期間 

第140期 

会計期間 
自2019年４月１日 
至2019年９月30日 

自2020年４月１日 
至2020年９月30日 

自2019年４月１日 
至2020年３月31日 

売上高 （千円） 870,483 220,388 1,685,264 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 186,242 △133,925 309,708 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

（千円） 151,948 △170,945 174,840 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 151,948 △170,945 174,840 

純資産額 （千円） 3,852,384 3,704,330 3,875,275 

総資産額 （千円） 5,166,760 5,230,067 5,187,079 

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△） 

（円） 3.56 △4.00 4.09 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 74.6 70.8 74.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 269,584 △97,009 503,151 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △11,230 △55,270 △55,943 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △66,150 243,300 △122,850 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 792,091 1,015,263 924,243 

 

回次
第140期

第２四半期
連結会計期間

第141期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2019年７月１日
至2019年９月30日

自2020年７月１日
至2020年９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△） 
（円） 1.65 △1.38

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記

載しておりません。

２．第140期第２四半期連結累計期間及び第140期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第141期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期

純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

 

２【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。なお、繊維事業につきましては、当社が刺

繍レースを企画し仕入れて販売しておりましたが、2020年３月31日をもちまして当事業を廃止いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による景気の急速な悪化に

より、極めて厳しい状況にあります。緊急事態宣言解除後に感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベル

を段階的に引き上げていく中で、個人消費は持ち直しつつも、消費者の生活環境や消費意識も大きく変化させてい

るなど、収束時期や感染拡大による影響が見通せず、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

 このような状況のもと、当社グループの主力である温浴事業では、東京都新宿区歌舞伎町にて事業展開する温浴

施設「テルマー湯」におきまして、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言発令により、計56日間の臨

時休業を実施いたしました。その後、緊急事態宣言解除を受けて６月１日からは感染拡大防止策を講じつつ営業を

再開したものの、従来の24時間営業は行わず10時から22時までの時短営業で対応いたしましたが、連日の「新宿で

感染拡大」との報道を受け、以前のような客足は戻らず推移いたしました。臨時休業明けの６月～８月は月間の来

館者数が３か月連続で１万人を下回り、回復の兆しが見えず極めて厳しい状況にありました。当第２四半期連結累

計期間の来館者数は、前年同四半期に比べ79.0％減の３万４千８百人（前年同四半期は16万５千９百人）と大幅に

減少いたしましたが、９月には月間の来館者数が１万人を超え、徐々にではありますが回復基調にあります。ま

た、臨時休業中から実施していた浴場のリニューアル工事の一部が８月に完成し、男湯・女湯とも新たに中性電解

水風呂を新設いたしました。その結果、売上高は前年同四半期に比べ81.9％減少し136,783千円、営業損失は

121,208千円（前年同四半期は営業利益181,122千円）となりました。なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止

のために休業した56日分の固定費(人件費・賃借料・減価償却費)の合計額50,839千円を「新型コロナウイルス感染

症対応による損失」として特別損失に計上しております。 

 不動産事業では、東京都港区西麻布に所有するビルの住居部分の賃料につきまして、継続して安定した収入を得

ることができました。しかしながら、テナント部分の賃料収入に関しましては、新型コロナウイルス感染症の影響

により、一部のテナントにおきましても臨時休業を実施いたしました。そのため、賃料の回収が厳しい状況とな

り、両者協議のうえ、期間限定で賃料の値下げに応じております。その結果、売上高は前年同四半期に比べ16.3％

減少し83,605千円、営業利益は前年同四半期に比べ16.6％減少し61,893千円となりました。 

 なお、繊維事業につきましては、当社が刺繍レースを企画し仕入れて販売しておりましたが、2020年３月31日を

もちまして当事業を廃止いたしました。 

 

 以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は前年同四半期に比

べ74.7％減少し220,388千円となりました。営業損失は130,198千円（前年同四半期は営業利益192,518千円）、経常

損失は133,925千円（前年同四半期は経常利益186,242千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は170,945千円

（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純利益151,948千円）となりました。 

 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の増加などにより前連結会計年度末と比較して42,987千

円増加し、5,230,067千円となりました。負債は、長期借入金の増加などにより前連結会計年度末と比較して

213,933千円増加し、1,525,737千円となりました。純資産は、利益剰余金の減少などにより前連結会計年度末と比

較して170,945千円減少し、3,704,330千円となりました。 
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（2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ、91,020千円増加し、1,015,263千円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、97,009千円（前年同四半期は269,584千円の獲得）となりました。これは、主に

税金等調整前四半期純損失の計上によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、55,270千円（前年同四半期は11,230千円の使用）となりました。これは、主に

有形固定資産の取得による支出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は、243,300千円（前年同四半期は66,150千円の使用）となりました。これは、主に

長期借入れによる収入であります。 

 

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定 

 前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。 

 

（4）経営方針・経営戦略等 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（6）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（2020年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年11月10日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式 42,728,733 42,728,733 
 東京証券取引所 

 市場第一部 

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。 

計 42,728,733 42,728,733 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2020年７月１日～ 

2020年９月30日 
－ 42,728 － 100,000 － 26,902
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（５）【大株主の状況】

    2020年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％） 

ロイヤル観光有限会社 広島市中区広瀬北町３－３６ 3,951 9.25 

株式会社船橋カントリー倶楽部 千葉県白井市清戸７０３ 3,640 8.52 

株式会社広共コーポレーション 東京都港区南青山７丁目８－４ 1,965 4.60 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,685 3.94 

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８－４ 1,675 3.92 

山河企画有限会社 広島市西区観音町９－４－２０２ 1,193 2.79 

株式会社広共 広島市中区本通９－３０ 900 2.10 

株式会社日本カストディ銀行

（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 825 1.93 

東拓観光有限会社 広島市中区広瀬北町３－３６ 755 1.76 

有限会社ＭＢＬ 東京都港区南青山７丁目８－４ 750 1.75 

計 － 17,340 40.59 

（注）１．当第２四半期会計期間末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の信託業務に係る

株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

２．当第２四半期会計期間末現在における、株式会社日本カストディ銀行（信託口）の信託業務に係る株式数につ

いては、当社として把握することができないため記載しておりません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

        2020年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 16,700 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,706,200 427,062 － 

単元未満株式 普通株式 5,833 － － 

発行済株式総数   42,728,733 － － 

総株主の議決権   － 427,062 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。

 

②【自己株式等】

        2020年９月30日現在 

所有者の氏名又は 
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エコナックホールディ

ングス株式会社 

東京都港区南青山 

７丁目８番４号 
16,700 － 16,700 0.03 

計 － 16,700 － 16,700 0.03 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、フロンティア監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 924,243 1,015,263 

受取手形及び売掛金 33,744 20,224 

商品 923 649 

貯蔵品 829 605 

その他 18,997 19,403 

貸倒引当金 △1,240 △1,985 

流動資産合計 977,499 1,054,161 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 2,034,420 1,973,811 

機械装置及び運搬具（純額） 60,060 67,867 

工具、器具及び備品（純額） 26,861 22,809 

土地 1,834,794 1,834,794 

建設仮勘定 － 24,490 

有形固定資産合計 3,956,136 3,923,772 

無形固定資産    

借地権 83,445 83,445 

ソフトウエア 3,194 2,112 

電話加入権 1,528 1,528 

無形固定資産合計 88,169 87,086 

投資その他の資産    

投資有価証券 600 600 

その他 166,866 171,560 

貸倒引当金 △2,191 △7,113 

投資その他の資産合計 165,274 165,046 

固定資産合計 4,209,580 4,175,906 

資産合計 5,187,079 5,230,067 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(2020年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(2020年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 22,502 13,194 

1年内返済予定の長期借入金 113,400 121,720 

未払金 33,303 52,357 

未払法人税等 88,657 89,357 

賞与引当金 3,131 3,076 

株主優待引当金 13,769 8,120 

ポイント引当金 6,329 5,346 

役員退職慰労引当金 13,200 － 

その他 63,449 56,514 

流動負債合計 357,742 349,687 

固定負債    

長期借入金 641,600 876,580 

資産除去債務 155,571 156,426 

再評価に係る繰延税金負債 10,052 10,052 

繰延税金負債 37,887 36,466 

長期預り金 108,949 96,524 

固定負債合計 954,060 1,176,050 

負債合計 1,311,803 1,525,737 

純資産の部    

株主資本    

資本金 100,000 100,000 

資本剰余金 3,347,561 3,347,561 

利益剰余金 410,940 239,994 

自己株式 △2,235 △2,235 

株主資本合計 3,856,265 3,685,320 

その他の包括利益累計額    

土地再評価差額金 19,010 19,010 

その他の包括利益累計額合計 19,010 19,010 

純資産合計 3,875,275 3,704,330 

負債純資産合計 5,187,079 5,230,067 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

売上高 870,483 220,388 

売上原価 597,117 270,721 

売上総利益又は売上総損失（△） 273,366 △50,333 

販売費及び一般管理費 ※１ 80,847 ※１ 79,864 

営業利益又は営業損失（△） 192,518 △130,198 

営業外収益    

受取利息 3 4 

未回収利用券受入益 621 1,139 

受取保険金 － 664 

補助金収入 130 375 

貸倒引当金戻入額 617 － 

その他 579 647 

営業外収益合計 1,951 2,831 

営業外費用    

支払利息 7,628 6,493 

その他 598 65 

営業外費用合計 8,227 6,558 

経常利益又は経常損失（△） 186,242 △133,925 

特別利益    

補助金収入 － ※２ 13,098 

特別利益合計 － 13,098 

特別損失    

新型コロナウイルス感染症対応による損失 － ※３ 50,839 

固定資産除却損 11 － 

特別損失合計 11 50,839 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
186,230 △171,666 

法人税、住民税及び事業税 35,702 700 

法人税等調整額 △1,420 △1,420 

法人税等合計 34,281 △720 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 151,948 △170,945 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
151,948 △170,945 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 151,948 △170,945 

四半期包括利益 151,948 △170,945 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 151,948 △170,945 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 

(自 2019年４月１日 
 至 2019年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 2020年４月１日 

 至 2020年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
186,230 △171,666 

減価償却費 99,371 ※２ 72,329 

新型コロナウイルス感染症対応による損失 － 50,839 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △276 5,667 

賞与引当金の増減額（△は減少） △15 △54 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 217 － 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △13,200 

株主優待引当金の増減額（△は減少） △5,680 △5,649 

ポイント引当金の増減額（△は減少） 707 △983 

受取利息及び受取配当金 △3 △4 

受取保険金 － △664 

補助金収入 △130 △13,473 

支払利息 7,628 6,493 

有形固定資産除却損 11 － 

売上債権の増減額（△は増加） 19,304 13,520 

たな卸資産の増減額（△は増加） △922 498 

仕入債務の増減額（△は減少） △9,179 △9,308 

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,396 11,016 

未収消費税等の増減額（△は増加） － △4,429 

長期預り金の増減額（△は減少） 6,000 △12,425 

その他の資産の増減額（△は増加） △1,894 △4,106 

その他の負債の増減額（△は減少） △13,069 △7,040 

小計 286,904 △82,642 

利息及び配当金の受取額 3 4 

利息の支払額 △8,826 △6,362 

保険金の受取額 － 664 

補助金の受取額 130 13,473 

新型コロナウイルス感染症対応による損失の支払

額 
－ ※３ △25,463 

法人税等の還付額 － 3,316 

法人税等の支払額 △8,626 △0 

営業活動によるキャッシュ・フロー 269,584 △97,009 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △10,880 △55,260 

無形固定資産の取得による支出 △350 － 

その他 － △10 

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,230 △55,270 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

長期借入れによる収入 － 300,000 

長期借入金の返済による支出 △66,150 △56,700 

財務活動によるキャッシュ・フロー △66,150 243,300 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 192,204 91,020 

現金及び現金同等物の期首残高 599,886 924,243 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 792,091 ※１ 1,015,263 
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【注記事項】

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り)

 当社グループでは、固定資産の減損会計や繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りについて、四半期連

結財務諸表作成時において入手可能な情報に基づき実施しております。新型コロナウイルス感染症による当社グ

ループ事業への影響は、事業によってその影響や程度が異なるものの、2021年４月を目途に概ね回復するとの仮

定に基づき、会計上の見積りを行っております。

 なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した内容から、重要な変更はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  2019年４月１日 
  至  2019年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  2020年４月１日 

  至  2020年９月30日） 

１．給料手当 13,566千円 11,820千円 

２．役員報酬 17,520 16,665 

３．諸会費・手数料 23,300 22,784 

４．貸倒引当金繰入額 341 5,667 

５．賞与引当金繰入額 1,926 1,090 

６．役員賞与引当金繰入額 652 － 

７．株主優待引当金繰入額 △80 181 

 

※２ 補助金収入 

新型コロナウイルス感染症の影響により、政府、自治体から支給された給付金等を「補助金収入」として特別利

益に計上しております。 

 

※３ 新型コロナウイルス感染症対応による損失 

新型コロナウイルス感染症に対する政府、自治体からの各種要請等を踏まえ、当社グループの温浴施設におい

て、臨時休業を実施いたしました。これに伴い、休業した期間に発生した固定費(人件費・賃借料・減価償却費)を

「新型コロナウイルス感染症対応による損失」として特別損失に計上しております。 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  2019年４月１日
至  2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2020年４月１日
至  2020年９月30日）

現金及び預金勘定 792,091千円 1,015,263千円

現金及び現金同等物 792,091 1,015,263

 

※２ 減価償却費 

 当第２四半期連結累計期間における「減価償却費」の金額は、「新型コロナウイルス感染症対応による損失」へ

の振替金額25,376千円を控除した後の金額を記載しております。 

 

※３ 新型コロナウイルス感染症対応による損失の支払額

 当第２四半期連結累計期間における「新型コロナウイルス感染症対応による損失の支払額」の金額は、新型コロ

ナウイルス感染症に伴い、休業した期間に発生した人件費・賃借料の金額を記載しております。なお、減価償却費

については、非現金支出費用であるため、記載金額に含めておりません。

 

（株主資本等関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  温浴 不動産 繊維 合計 

売上高        

外部顧客への売上高 754,661 99,851 15,971 870,483 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － － 

計 754,661 99,851 15,971 870,483 

セグメント利益又は損失（△） 181,122 74,217 △1,513 253,826 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

利益 金額（千円）

報告セグメント計 253,826 

全社費用（注） △61,308

四半期連結損益計算書の営業利益 192,518

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日 至 2020年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円） 

  温浴 不動産 合計 

売上高      

外部顧客への売上高 136,783 83,605 220,388 

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
－ － － 

計 136,783 83,605 220,388 

セグメント利益又は損失（△） △121,208 61,893 △59,315 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項） 

利益 金額（千円）

報告セグメント計 △59,315 

全社費用（注） △70,882

四半期連結損益計算書の営業損失 △130,198

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項 

 前第２四半期連結累計期間において報告セグメントに区分しております「繊維」につきましては、当社が刺繍レー

スを企画し仕入れて販売しておりましたが、2020年３月31日をもちまして当事業を廃止いたしました。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期

純損失（△）
３円56銭 △４円00銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益又は 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円） 

151,948 △170,945

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）（千円）

151,948 △170,945

普通株式の期中平均株式数（千株） 42,711 42,711

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年11月９日

エコナックホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

フロンティア監査法人 

東京都品川区 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 酒 井  俊 輔  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 青 野   賢   印 

 

監査人の結論 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエコナックホー

ルディングス株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月

１日から2020年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エコナックホールディングス株式会社及び連結子会社の2020年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。 

 

監査人の結論の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 



・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。 

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。 

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。 

 

利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


